
 

 
   

下水道は道路、水道、電気、電話といった生活基盤整備に必要不可欠なものであり、こ

れらの生活基盤整備が整えられてはじめて、安全で快適な生活が送れるようになります。 

  また、地球環境保護の観点から、湖沼法等で公共用水域の水質保全が重要視されるよう

になり、下水道の役割が一層大切なものとなっています。 

 

 

 

下 水 道 の 役 割



 

 

 

 

 ◆下水とは   

下水とは、汚水（生活排水や事業所排水）と雨水とあわせた総称をいいます。 

 ◆下水道とは  

 下水道法で定める下水道とは、下水を排除するために設けられる排水管、排水渠、その他

の排水施設、これに接続して下水を処理するために設けられる処理施設、それを補完するた

めのポンプ場等の総体をいいます。 

 ◆下水道の排除方式  

 下水の排除方式としては、汚水と雨水を別々の管渠系統で排除する分流式と、汚水と雨水

を同一の管渠系統で排除する合流式があります。境港市は分流式を採用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆排水設備とは  

「排水設備」は個人の敷地内など 

につくっていただく汚水マスや排 

水管などで、個人の負担でつくり、 

管理していただくことになってい 

る個人の財産です。 

 また、「公共汚水マス」は、「公 

共下水道」と「排水設備」をつな 

ぐマスで市が個人の敷地内に１つ 

設置して管理するものです。 

 

 

 

 

  

 ◆トイレの水洗化は３年以内に  

 公共下水道が整備され、お住まいの地域が「処理区域」になりますと、３年以内にくみ取

りトイレは水洗トイレに改造することが義務づけられています（下水道法第 11 条の 3）。 

 また、台所などの排水設備は６ヶ月以内に設置していただくことになります（下水道条例

第 4 条）。「処理区域内」では、水洗トイレにしないと家屋を新築することはできません。 

 

排 水 設 備 に つ い て

 公共下水道が整備され、下水処理場で汚水を処理することができる区域を「処理

区域」といいます。公共下水道を使えるようになると、「掲示」や「通知」でお知ら

せします。そうしますと、公共下水道へ汚水を流すための「排水設備」をつくって

いただくことになります。 
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下 水 道 の し く み



 

 

 

 ◆公営企業の意義  

  地方自治体は、地域住民の多種多様な要請に応えて、教育、社会福祉、土木、消防など

の様々な一般的な行政活動を行うとともに、上水道事業、下水道事業、宅地造成事業、交

通事業、電気事業、ガス事業、その他の企業（公営企業）を経営しています。 

  これらの一般行政活動と公営企業の基本的な違いは､一般行政活動がその行政事務のた

めの主な財源を市税等でまかなっているのに対して、公営企業の場合は、その経営のため

に必要となる収入を利用者からの料金でまかなっているところです。 

 ◆下水道事業の特徴  

 ○処理場建設等の初期投資が大きく、その投下した投資の回収に長期間を要するために、

採算性が低く民間事業になじまない。 

 ○下水道の普及が進むにつれて、流入量が増加し、維持管理費がかさんでいく。 

 ○処理場への流入が常にあるため、２４時間での管理体制が必要である。 

○日常生活の環境整備など、地方自治体が行う一般行政事務との密接な関連に基づいて実

施することが適当である。 

 ◆独立採算制  

  下水道事業は、地方財政法上の公営企業会計と位置付けられており、地方公営企業法を

適用するか否かにかかわらず、その経営は、一般行政運営（一般会計）との間の適正な経

費負担区分を前提として、公営企業として必ず別会計（特別会計）の設置が必要となり、

独立採算制の下に行わなければならないものとされています。 

 ◆下水道事業費の主な財源は地方債  

  下水道の施設建設費（管渠整備、処理場建設費等）には多額な費用を必要とします。こ

れらは、国庫補助金や市税等ですべてまかないきれないため、地方債という市の借金でま

かなわれます。地方債には、利子を伴うため、その後の事業経営に大きな負担となってき

ます。 

 

下 水 道 事 業 の 経 営 



 

 

 

 

 

 

 

 ◆使用料算定の原則（下水道法第２０条第２項）  

・下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものであること。 

・能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。 

・定率又は定額をもって明確に定められていること。 

・特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。 

 ◆使用料体系  

 使用料体系の設定に当たっては、国の繰出基準で定められた公費負担分を除く使用料対象

経費を、汚水の量などに応じて使用者に配分することとなっています。 

 境港市では、全国の大多数の都市で採用されている使用水量に応じて使用料を算定する「従

量制」と、水量区分ごとの水量の増加に応じて使用料の単価が高くなる「累進制」により、

使用料体系を設定しています。 

 ◆使用料算定における留意点  

下水道事業を実施する地方自治体においては、下水道を経営するという観点から、中長期

的な収支バランスを考えた事業計画に沿って事業を進めることが必要です。主要財源である

地方債の借入に係る元利償還金（資本費）は毎年大きな伸びを示しており、流入量の増加に

伴う維持管理費の増加と相まって全体としても今後も増え続け、一般市費（一般会計）から

の繰入額はますます増大していきます。               

厳しい本市の財政状況の中、今以上に一般会計からの繰り入れに 

依存度が高まることは、その他の一般行政事務経費の圧迫につながり、 

地方自治体の行財政に多大な影響を与えることとなります。 

 そこで、建設事業における効率的な投資と維持管理の節減に努 

め、能率的な下水道経営を行うとともに、年次的・計画的に使用 

料の見直しを行い、健全財政を維持していく必要があります。              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する者から使用料を徴

収することができると下水道法第２０条第１項に規定されています。 

下 水 道 使 用 料 算 定 の 基 本 的 な 考 え 方 



 

 

 

 

 

 

 

 ◆使用水量の決め方  

 下水道の使用水量は、原則的には水道の使用水量としますが、井戸水を使用する場合など

もありますので次のようになります。 

① 水道のみを使用している場合    …… 水道の使用水量とします。 

② 井戸水等のみを使用している場合  …… 世帯構成などを考慮して認定します。 

③ 水道と井戸水等を併用している場合 …… 使用形態などを考慮して認定します。 

※ 必要がある場合には、市が設置したメーターにより計測した水量とします。 

 

 ◆使用料の計算  

◎料金表（Ｈ２１．１．１改定）                 （２か月当たり） 

使用料区分 排 除 汚 水 量 使 用 料 

基本使用料 ２０m3 まで ２，４１４円 

２０m3 を超え  ４０ｍ３までの分 １７８.５０円

４０m3 を超え １００ｍ３までの分 ２０１.６０円

１００m3 を超え ２００ｍ３までの分 ２５９.３５円

２００m3 を超え１０００ｍ３までの分 ３０４.５０円

１０００m3 を超え２０００ｍ３までの分 ３１７.１０円

 

 

超過使用料 

２０００m3 を超える分 

 

１ｍ３ 

 

につき 

３２８.６５円

※ 上記金額には、消費税が含まれています。 

 

◎計算例（２か月で使用水量が５０m3 の場合） 

 基本使用料 ２０m3 まで                      ２，４１４円 ① 

 超過使用料 ２０m3 を超え４０ｍ３までの分 １７８.５０円×２０ｍ３＝３，５７０円 ② 

       ４０m3 を超え５０ｍ３までの分 ２０１.６０円×１０ｍ３＝２，０１６円 ③ 

使用料合計（① ＋ ② ＋ ③）             ＝８，０００円 

                                               

 ◆納 付 の 方 法  

 ２ヶ月（隔月）ごとに納入通知書または口座振替で納めていただきます。 

 

 公共下水道を使いはじめると、流した汚水の量によって「下水道使用料」を納めてい

ただきます。皆様から納めていただいた使用料は処理場の運転、下水道管の清掃や補修

などの維持管理費用にあてられます。 

下 水 道 使 用 料 に つ い て


